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1. はじめに 

本連載では、｢原則主義」であるIFRSを適用する際に判断に迷うようなケースについて解説し

ています。第24回となる今回は、企業結合における、のれんの税効果の取扱いについて、実

務上問題となる論点を取り上げます。 

なお、文中の意見にわたる部分は筆者の私見であること、当法人の見解については随時見

直しが行われる可能性があることを予めお断りします。 

 

2. 企業結合の税務上の取扱いに応じた区分 

企業結合は、税務上の取扱いに応じて、非課税の企業結合と課税対象となる企業結合とに

区分されます。企業結合の税務上の取扱いは、企業結合の法形式や企業結合が行われた

管轄地域により異なります。 

① 非課税の企業結合 

非課税の企業結合では、一般的に、企業結合にあたって被取得企業の資産および負債の

税務基準額は変動しません。取得した資産および引き受けた負債の税務基準額は、企業結

合直前の被取得企業の税務基準額となり、新たな税務上ののれんは生じません。例えば、

企業結合が税務上の適格要件を満たす場合等が挙げられます。 

② 課税対象となる企業結合 

課税対象となる企業結合では、取得した資産および引き受けた負債の税務基準額は、取得

日時点の公正価値等にステップアップされます。取得対価が取得した資産および引き受けた

負債の税務基準額（ステップアップ後）の合計額を上回る場合、当該差額が、税務上ののれ

んとして取り扱われることがあります。例えば、企業結合が税務上の適格要件を満たさない

場合等が挙げられます。 
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3. のれんの税効果 

企業結合会計の最終段階で、次の（a）が（b）を超過する場合は、のれんを認識します（IFRS

第3号第32項）。 

（a） 次の合計額 

(i) 移転対価 

(ii) 被取得企業に対する非支配持分の金額 

(iii) 段階的に達成された企業結合の場合には、被取得企業に対して取得企業が以前

から保有していた資本持分の取得日現在の公正価値 

（b） 取得した識別可能資産と引受負債の取得日における金額の純額 

日本基準では、会計上ののれんに係る税効果を認識しません（企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針（以下「企業結合適用指針」）第72項、連結財務諸表にお

ける税効果会計に関する実務指針第27項）。これは、のれんおよび負ののれんは配分残余

としての性格を有しているため、税効果を認識しても同額ののれん（または負ののれん）が

計上されるにすぎず、それに対してさらに税効果を認識するという循環が生じてしまうため

です。 

これに対して、IFRSでは、このような税務上ののれんが生じた場合の取扱いについて定めが

あるため、適用にあたっての留意点と考えられます。 

なお、法人税法上の非適格合併等の場合に認識される資産調整勘定1または差額負債調整

勘定 2については、日本基準では、これを一時差異とみて繰延税金資産または繰延税金負

債を計上した上で、配分残余としてのれんを計上します（企業結合適用指針第378-3項）。こ

の点について、「企業結合会計の見直しに関する論点の整理（以下、「論点整理」）では、取

得日後に対象となる事業そのものを処分したとしても、税務上、資産調整勘定または差額負

債調整勘定は一時に損金または益金算入されることなく、引き続き規則的に償却されること

から、会計上ののれんとは性格が異なるものである、とされています（論点整理第128項）。 

(1) 将来加算一時差異が生じる場合 

（a） 税務上ののれんが損金算入できない場合 

のれんを税務上損金算入できない場合、のれんの税務基準額3はゼロとなります。のれんの

帳簿価額と税務基準額との差額は、将来加算一時差異となりますが、当該将来加算一時差

異からは繰延税金負債を認識しません（IAS第12号第15項（a））。この当初認識の除外規定

が定められているのは、のれんが残余として測定されるものであり、繰延税金負債を認識す

れば、のれんの金額が増加してしまうことになるためです。  

また、のれんの当初認識により生じたために未認識であった繰延税金負債について、関連

する将来加算一時差異が事後に減少した場合でも、のれんの当初認識により生じたものと

みなされ、繰延税金負債の減少は認識されません。 

 

                                                           
1 非適格合併等に係る非適格合併等対価額が移転を受けた資産及び負債の時価純資産価額を超えるとき、その超える部分の金額のう

ち法人税法施行令で定める部分の金額（法人税法第62条の8第1項） 
2 非適格合併等に係る非適格合併等対価額が移転を受けた資産及び負債の時価純資産価額に満たないとき、その満たない部分の金額

（法人税法第62条の8第3項） 
3 資産の税務基準額は、当該資産の帳簿価額を回収する時に、企業に流入する課税対象となる経済的便益に対して税務上減算される

金額である（IAS第12号第7項）。なお、当該経済的便益が課税対象とならない場合には、当該資産の税務基準額は帳簿価額と同額とな

る。したがって、会計上ののれんが税務上損金算入できない場合は、その税務基準額はゼロとなる。 
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【設例1】当初認識に係る繰延税金負債の認識除外 

＜前提条件＞  

企業Aが企業結合により、会計上、のれんを100認識した。企業Aはその後、当該のれん

について減損損失20を認識した。  

企業Aの属する管轄地域では、税務上のれんの損金算入は認められていない。 

＜解説＞ 

① 取得日 

税務上のれんの損金算入が認められていないため、のれんの税務基準額はゼロとなる。

したがって、のれんの当初認識より将来加算一時差異が生じる。ただし、前述のとおり、

のれんの当初認識より生じた将来加算一時差異については繰延税金負債を認識しない。 

② 減損損失認識時 

会計上、のれんの減損損失20を認識すると、当該のれんに係る将来加算一時差異は、

100から80に減少する。しかし、会計上は当初認識後の期間において将来加算一時差

異が減少したとしても、当初認識に係る除外規定が適用され、繰延税金負債の減少は

認識されない。 

 

（b） 税務上ののれんが損金算入できる場合 

(i) 全額損金算入できる場合 

のれんの当初認識において、会計上の帳簿価額が税務基準額と一致し、会計上ののれん

が税務上すべて損金算入できる場合を想定します。この場合、一時差異が生じないため、当

初認識除外規定が適用されません。したがって、事後に将来加算一時差異が発生した場合、

繰延税金負債を認識します（IAS第12号第21B項）。 

【設例2】税務上損金算入可能なのれんの当初の認識時に、一時差異が生じない場合 

＜前提条件＞  

企業Bが企業結合により、のれんを100認識した。 

企業Bの属する管轄地域では、税務上、会計上ののれんの全額を取得年度から5年に

わたって損金算入することが認められる。税率は40％である。 

＜解説＞ 

① 取得日 

のれんの全額損金算入が認められているため、のれんの税務基準額は100となる。した

がって、のれんの当初認識により一時差異は生じていない。 

② 年度末 

取得した会計上ののれんに減損が生じていないのであれば、税務上ののれんの償却に

よって20の将来加算一時差異が当該期末に生じる。この将来加算一時差異は、のれん

の当初認識に関連するものではない。したがって、当該将来加算一時差異について、繰

延税金負債を8（＝20×40％）認識する。 
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なお、同様の前提条件において、年度末に、取得した会計上ののれんに減損が50生じ

た場合には、将来減算一時差異が30生じる。したがって、当該将来減算一時差異につ

いて、繰延税金資産を12（＝30×40％）認識する。ただし、将来減算一時差異を利用で

きる課税所得を得られる可能性が高いと判断されることを前提とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ii) 部分的に損金算入できる場合 

IFRSでは、当初認識時に、会計上ののれんに対してその一部のみが税務上損金算入可能

である場合についての明示的な指針はありません。当法人の見解では、のれんの帳簿価額

が税務基準額を上回る場合、当該のれんを次の2つに区分し、繰延税金負債の認識の要否

を検討すると考えます。 

① 帳簿価額が税務基準額を超過する部分 

この部分については、3.（1）（a）に記載のとおり、当初認識時には繰延税金負債を認識しま

せん。また、当初認識後に将来加算一時差異が変動したとしても、繰延税金負債は認識し

ません。 

② 帳簿価額が税務基準額と一致する部分 

この部分については、3.（1）（b）（i）に記載のとおり、当初認識時には一時差異は生じません。

また、当初認識後の期間において一時差異が生じた場合、税効果の当初認識除外規定が

適用されないため、繰延税金資産（例：会計上ののれんの減損による将来減算一時差異）ま

たは繰延税金負債（例：税務上ののれんの償却による将来加算一時差異）を認識します。た

だし、繰延税金資産の認識は、将来減算一時差異を利用できる課税所得を得られる可能性

が高いと判断されることが要件となります。 
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【設例3】帳簿価額の一部を損金算入できる場合 

＜前提条件＞  

企業Cが企業結合により、会計上、のれんを100認識した。一方、税務上ののれんは、

50であった。企業Cの属する管轄地域では、税務上、のれんを取得年度から5年にわ

たって損金算入することが認められる。税率は40％とする。 

＜解説＞ 

のれんの帳簿価額が税務基準額を上回っているため、帳簿価額が税務基準額を超過

する部分（①）と帳簿価額が税務基準額と一致する部分（②）に会計上ののれんを区分

して税効果を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 帳簿価額が税務基準額を超過する部分 

当初認識時は、税効果の当初認識除外規定が適用されるため、将来加算一時差異に

ついて繰延税金負債を認識しない。  

また、当初認識後に会計上ののれんの減損により将来加算一時差異が減少したとして

も、繰延税金負債の減少を認識しない（設例1参照）。 

② 帳簿価額が税務基準額と一致する部分 

当初認識時は、一時差異が生じていないため、税効果を認識しない。  

また、のれんの帳簿価額が変動しないままであれば、税務上ののれんの償却によって

10の将来加算一時差異が年度末に生じる。この将来加算一時差異は、のれんの当初

認識に関連するものではないため、繰延税金負債を4（＝10×40％）認識する（設例2

参照）。 

当初認識時にのれんが部分的に税務上損金算入可能な場合においては、当初認識後に会

計上ののれんが減損した場合に、当該減損損失をのれんの帳簿価額が税務基準額を超過

する部分（①）から優先的に配分するのか、のれんの帳簿価額が税務基準額を超過する部

分（①）と帳簿価額が税務基準額と一致する部分（②）に比例的に配分するのかについて議

論があります。採用する方法の相違により繰延税金資産または繰延税金負債の計上額に影

響する可能性があります。 

(2) 将来減算一時差異が生じる場合 

当初認識時にのれんの税務基準額が帳簿価額を上回る場合は、企業結合の会計処理の一

環として、将来減算一時差異を利用できる課税所得を得られる可能性が高い範囲で繰延税

金資産を認識します（IAS第12号第32A項）。 

のれんの税効果を考慮する前の暫定的一時差異に基づき繰延税金資産を認識すると、会

計上ののれんが同額、減額されます。これにより、のれんに係る将来減算一時差異の金額

が変動し、それに対してさらに繰延税金資産の認識する、という循環が生じてしまいます。 

当法人の見解では、このような状況においては、繰延税金資産およびのれんの両方につい

て調整を行うことにより、のれんに係る繰延税金資産が、関連する一時差異に適切な税率を
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乗じたものと等しくなるような、下記の計算方法が適切であると考えます。 

のれんに係る繰延税金資産 

＝当初計算された暫定的一時差異の純額×（税率／（1－税率）） 

 

【設例4】当初認識に係る繰延税金資産 

＜前提条件＞  

企業Dは企業Ｘを取得した。のれんから生じる繰延税金資産を調整する前の、会計上の

のれんの残高は600である。当該企業結合により、税務上損金算入可能なのれんが900

生じている。関連する税率は40％である。また、将来減算一時差異を利用できる課税所

得を得られる可能性は高いと判断される。 

＜解説＞ 

前述の算式に基づき、認識すべき繰延税金資産（すなわち、のれんの調整額）は200

（＝（900－600）×40％／（1－40％））となる。したがって、会計上認識されるのれんは

400（＝当初に決定されたのれん600－のれんに対する調整200）である。繰延税金資産

200は、のれんに係る将来減算一時差異500（＝900－400）に適用税率40％を乗じた結

果と一致している。 

のれん調整前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のれん単純調整 
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のれん算式調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のれんに関して認識される繰延税金資産（200）が、関連する一時差異に適用税率を乗

じたもの（200）と等しくなる。 

 

4. まとめ 

以上ののれんに係る税効果の取り扱いについて、日本基準とIFRSののれんに係る税効果

の規定を整理すると次表のとおりとなります。 

表：日本基準とIFRSの比較4 

 
IFRS 日本基準 

将来加算 

一時差異 

当初認識：繰延税金負債を認

識しない。 
のれんについては、繰延税金

資産及び負債を認識しない。

資産調整勘定または差額負債

調整勘定については、その全

額を一時差異とみて、繰延税

金資産または繰延税金負債を

認識する。 

当初認識後：新たに発生する

将来加算一時差異について

は、繰延税金負債を認識する。 

将来減算 

一時差異 
繰延税金資産を認識する。 

なお、会計上ののれんやその税務基準額が複数の管轄地域から生じている場合には、納税

主体ごとに税効果の影響を考慮する必要があります。 

 

5. おわりに 

今回は、企業結合において税効果を検討する際に実務上問題となりうるのれんの税効果に

ついての論点を取り上げました。本稿が実務の参考になりましたら幸いです。

                                                           
4 繰延税金資産は，将来減算一時差異を利用できる課税所得を得られる可能性が高い（すなわち，回収可能性がある）と判断される範囲

で認識する。 
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